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●令和８年熊本地震による大規模断水における応急給水活動の状況について 

 まず、７月28日に発生いたしました令和８年熊本地震により被災された皆様に、心よりお見

舞い申し上げます。あわせて、本地震に伴う大規模断水への応急給水活動の状況について申し

上げます。８月19日現在、日本水道協会九州地方支部を中心に、関東地方支部までの水道事業

体、国土交通省及び自衛隊の給水車により、応急給水活動が行われております。特に８月４日

には、合わせて最大214台の給水車が活動に当たっております。 

一方、本企業団の対応について申し上げますと、現時点では東北地方支部への派遣要請はご

ざいませんが、７月29日に日本水道協会福島県支部から派遣可能な給水車の台数について照会

があり、本企業団では１台を派遣可能として登録しております。今後、正式な派遣要請があっ

た場合には、迅速かつ的確に対応してまいりたいと考えております。 

熊本地震への対応状況につきましては、以上でございます。 

 

 

●相馬地方広域水道企業団経営戦略の改定について 

本企業団経営戦略の改定について申し上げます。本経営戦略は、平成29年３月に10年間の計

画として策定され、これに基づく設備投資及び財政計画を踏まえ事業を推進してまいりました。

この間、度重なる自然災害により水道施設が被災したことから、その復旧工事を優先してまい

りました。その結果、当初の事業計画に遅れが生じたことなどから、経営戦略の見直しを行い、

本年３月に改定し、公表したところでございます。また、５月に開催されました全員協議会で

は、議員各位に対しまして、本企業団の現状及び今後の更新計画、経営状況についてご説明申

し上げたところでございます。今後は、新たな経営戦略に基づき、各種事業を着実に推進して

まいります。 

しかしながら、人口減少に伴う水道料金収入の減少に加え、昨今の物価高騰による事業費の

増加など、水道事業を取り巻く環境は一層厳しさを増しております。このような状況の中にあ

っても、安全で安心な水道水を将来にわたり安定して供給していくためには、財源の確保が重

要な課題となっております。こうした状況を踏まえ、持続可能な事業運営を確保するため、水

道料金の見直しについて、検討を進めていく必要があるものと考えております。 

今後の予定といたしましては、10月に水道料金審議会を設置し、水道料金の在り方について

ご審議いただくこととしております。その答申を踏まえ、令和９年２月定例会に関係条例の改

正案を提出し、ご審議をお願いしたいと考えております。ご議決を賜りましたならば、令和９

年度内の料金改定を目指してまいります。 

 

 

 

 

 



 

●初野簡易水道組合の本企業団への統合について 

 初野簡易水道組合の本企業団への統合について申し上げます。同組合の統合につきましては、

本企業団設立前の平成４年３月に、水道事業の統合に同意する旨の協定を締結したところであ

ります。 

昨年度、同組合長から本企業団への統合について申し出があり、現在、当該協定に基づき統

合に向けた手続きを進めているところであります。今後も同組合との協議を重ね、早期の統合

実現に向け鋭意取り組んでまいります。 

 

 

●令和８年度の事業の実施状況について 

 今年度の事業の実施状況について申し上げます。修繕工事は４件で18,320千円、業務委託は

16件で90,626千円、拡張工事は２件で16,203千円、改良工事関係は15件で204,840千円、工業

用水に関する費用は２件で4,400千円、小水力発電関係は１件で1,419千円であります。 

 次に、主な事業について申し上げます。老朽管更新計画に基づく更新工事につきましては、

相馬市街地の２箇所、延長約1,090ｍを実施しております。また、漏水事故が多発している鹿

島区栃窪地内及び塩崎地内の２箇所、延長約40ｍを実施しております。さらに、新地町駒ヶ嶺

地内の幹線管路においては、耐震補強工事を予定しております。 

 次に、県の河川改修工事との調整のために令和７年度から繰り越した、相馬市小泉地内の水

管橋架設工事及び配水管布設替工事につきましては、水管橋架設工事は完了し、配水管布設替

工事につきましても予定どおり進捗しており、今年度内の完了を目指しております。 

次に、令和６年度より２か年継続事業として行ってきた、新地町の鴻ノ巣浄水場の電気設備

及び機械設備の更新工事につきましては、本年３月に工事が完了し、正常に稼働しております。 

 これらの事業につきましては、水道施設の機能強化と長寿命化を着実に推進し、将来にわた

り健全な状態で施設を維持できるよう、計画的に取り組んでまいります。 


